
第２回都道府県・輸出支援プラットフォーム（PF）連携フォーラム 

【第一部】全体会合 

1. 日時︓   2023年８月 25日（金） 9:30-10:15（日本時間）

2. 会場︓   ハイブリッド開催 （農水省会場は共用第一会議室）

3. 議事次第  全体会合  9︓30～10︓15

① 輸出国際局長挨拶（5分） 農林水産省 輸出・国際局長 水野政義 

② 国・都道府県・関係機関の連携による
輸出促進体制の整備と取組状況（20分）

農林水産省 大臣官房審議官 
（兼輸出・国際局・新事業・食品産業）笹路健 

③ “日本の食品”輸出 EXPO に関する
情報提供（10分）

RX Japan株式会社 
“日本の食品”輸出 EXPO事務局長 
矢島大地 

④ 意見交換・質疑応答 （１0分）

https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YWY3Y2ZhMTgtMDE2My00YjBlLWE3MjItOGMyOTExODcyNTdm%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%2206e4a0ff-4972-4a8b-af30-4571361d1344%22%2c%22Oid%22%3a%22fca79e36-226b-4891-a49e-2e3d27f13afa%22%7d
https://www.microsoft.com/en-us/microsoft-teams/download-app
https://www.microsoft.com/microsoft-teams/join-a-meeting
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国・都道府県・関係機関の連携による
輸出促進体制の整備と取組状況

農林⽔産省 輸出・国際局

第２回 都道府県・輸出⽀援プラットフォーム連携フォーラム会合
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農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略（Ｒ４年12⽉改訂）について

〇 輸出促進法等の⼀部改正法の施⾏（R４年10
⽉１⽇）等を踏まえ、Ｒ５年度に実施する施策、
Ｒ６年度以降の実施に向け検討する施策につい
て、その⽅向性を決定

３つの基本的な考え⽅と具体的施策

①輸出重点品⽬(29品⽬)と輸出⽬
標の設定

②輸出重点品⽬に係るターゲット国
・地域、輸出⽬標、⼿段の明確化

③品⽬団体の組織化とその取組の強化
④輸出先国・地域における専⾨的・

継続的な⽀援体制の強化
⑤JETRO・JFOODOと認定農林⽔

産物・⾷品輸出促進団体等の連携
⑥⽇本⾷・⾷⽂化の情報発信におけ

るインバウンドとの連携

戦略の趣旨

⑦リスクを取って輸出に取り組む事
業者への投資の⽀援

⑧マーケットインの発想に基づく輸
出産地・事業者の育成・展開

⑨⼤ロット・⾼品質・効率的な輸出
等に対応可能な輸出物流の構築

⑩輸出向けに⽣産・流通を転換する
フラッグシップ輸出産地の形成

⑪輸出を後押しする農林⽔産事業者
・⾷品事業者の海外展開の⽀援

⑫輸出先国・地域における輸⼊規制
の撤廃

⑬輸出加速を⽀える政府⼀体として
の体制整備

⑭輸出先国・地域の規制やニーズに
対応した加⼯⾷品等への⽀援

⑮⽇本の強みを守るための知的財産
対策強化

１．⽇本の強みを最⼤限に発揮するため
の取組

２．マーケットインの発想で輸出にチャレン
ジする事業者の⽀援

３．政府⼀体となった輸出の障害の
克服

４．国の組織体制の強化

〇 2025年２兆円・2030年５兆円⽬標の達成は、
海外市場で求められるスペック（量・価格・品質・
規格）の産品を専⾨的・継続的に⽣産・販売する
（＝「マーケットイン」）体制整備が不可⽋

改訂の概要
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⾷料・農業・農村基本法⾒直しにおける輸出促進の位置づけ
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【⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向（令和５年６⽉２⽇）】
II 政策の新たな展開⽅向
１ ⾷料安定供給の確保
（３）農産物・⾷品の輸出の促進

⼈⼝減少に伴い国内市場が縮⼩する中で、輸出の促進については、
国内の農業⽣産基盤の維持を図るために不可⽋なものと政策上位置
付ける。その際、国産の農産物・⾷品の輸出の促進について、農業者
等へ真に裨益するよう、
① 地域ぐるみの⽣産・流通の転換による輸出産地の形成
② ⽣産から加⼯、物流、販売までのサプライチェーン関係者が⼀体と

なった戦略的な輸出の体制の整備・強化
③ 海外への流出防⽌や競争⼒強化等に資する知的財産等の保護・

活⽤の強化
等の施策を確実に講ずる。
なお、輸⼊の急増、国内⽣産の減少の際に必要となる輸出⼊に関す

る措置についても適切に講ずる。

⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部 ⾷料・農業・農村政策審議会 基本法検証部会

【中間とりまとめ（令和５年５⽉）】
第２部 分野別の主要施策
１ ⾷料分野
（３）⾷料施策の⾒直しの⽅向
⑥ 輸出施策

輸出を国内農業・⾷品産業の⽣産の維持・強化に不可⽋な
要素として位置付けた上で、農業者等に裨益する効果を検証し、
国⺠にも⽰しつつ、輸出産地の形成や⾷品安全・環境に係る
規制対応のための施設整備や技術指導、⼈材育成により供給
⼒を向上させる。また、輸出品⽬ごとに⽣産から販売に⾄る関係
者が連携し輸出の促進を図る品⽬団体や、輸出⽀援プラット
フォーム等の海外拠点を活⽤し、海外の消費者・実需者のニー
ズを捉え、これに対応した⾷料システムを構築する。海外展開に
は⼀定のリスクも伴うことも踏まえ、商流開拓やリスク低減等につ
いての⽀援を講じ、農業者・製造者が輸出に容易に取り組むこ
とが可能な環境を整備する。

○ 本年６⽉２⽇に開催された、総理を本部⻑とする⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部において「⾷料・農業・農村政策の
新たな展開⽅向」を決定。輸出の促進については、農業⽣産基盤の維持を図るために不可⽋なものとして政策上位置づけ。

〇 この新たな展開⽅向に基づき、令和6年の通常国会への⾷料・農業・農村基本法改正法案の提出に向けた作業を加速化する、
との総理指⽰。



輸出⽀援プラットフォーム
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〇 輸出⽀援プラットフォームは、「農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略」に基づき、輸出先国・地域に
おいて輸出事業者を包括的・専⾨的・継続的に⽀援するため設⽴。
在外公館、ＪＥＴＲＯ海外事務所、ＪＦＯＯＤＯ海外駐在員が主な構成員。

○ 2022年４⽉の⽶国をはじめとして、ＥＵ、タイ等の８カ国・地域において⽴ち上げ済。今後も必要に応
じ、市場として有望な重点都市への拡⼤を検討。

輸出⽀援プラットフォーム（PF）のイメージ プラットフォーム設置国・地域



オールジャパンでのプロモーション活動への⽀援

輸出⽀援プラットフォームの活動
事業者や地⽅公共団体からの様々な相談対応

及び現地発の情報発信

新たな商流の開拓 現地事業者との連携の強化

窓⼝に寄せられる様々な相談に対応するほか、市場・規
制の全体像や変化など、現地発の有益な情報を「カントリ
ーレポート」として輸出⽀援PFウェブページ等で公表。

現地発の戦略の下、現地パートナーと連携しつつ、⽇本
産同⼠の競合とならない新たな商流を開拓。

現地の流通に精通する⽇系・⾮⽇系の現地事業者と
の連携を強化し、商流構築や⽇本⾷普及を推進。

「都道府県・輸出⽀援プラットフォーム連携フォーラム」等で
都道府県の意向を把握した上で、オールジャパンでのプロモー
ションのための体制構築や都道府県の伴⾛⽀援等を実施。

国連総会の機会を捉えた⽇本⾷・⾷⽂
化・観光のプロモーションイベントを、オール
ジャパンで開催する体制を構築 (⽶国)

品⽬団体や現地事業
者と連携して、⾷の⼤
型展⽰イベントで⽇本
産⽶のプロモーションを
実施（⾹港）

カントリーレポートの公表に際し、ウェビ
ナーやメルマガを通じて広く周知

国税庁とも連携の上、地⽅公共団体が
参加可能な⽇本産ワインイベントを企画し
都道府県を伴⾛⽀援（シンガポール）

バンコク都内150店、地⽅
87店の地元飲⾷店と連
携し、「本物の［Made in 
Japan］を味わおう︕」キ
ャンペーンを実施（タイ）

これまで接点のなかった⽶軍施設内で
テストショップを開店（⽶国）

サブカルチャーの祭典Japan Expoで
⽇本のコンビニ⾵の展⽰を⾏い⽇本
産⾷材をアピール（フランス）

現地最⼤級の⾷品⾒本
市にジャパンパビリオンを設
置、⽇本の事業者70社
以上の⾷品を出品し、現
地バイヤーとの商談をアレ
ンジ（ベトナム）

海外でのプロモーションを
効果的にするにはどうしたら︖

現地の規制につき困っている

PF協議会に参加したい

各プラットフォームに相談窓⼝を設置し、
様々な相談を受付（連絡先は後述）
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＜現地ＰＦと連携した効果的プロモーション＞

・似たような⼩規模なイベントが散発的に⾏われている。

・売り込む商品の供給量が少なすぎ、取引がつづかない。

○ 2023年１⽉、都道府県と輸出
⽀援プラットフォームの連携を具体
化するためのフォーラムを開設

主なイベントの実施都道府県数（2022年10⽉〜12⽉）
Ａ国・地域 Ｂ国・地域

酒・加⼯品等 10都道府県 6都道府県
⻘果物 12都道府県 7都道府県
⽶ 1都道府県 3都道府県
畜⽔産物 6都道府県 3都道府県

都道府県・輸出⽀援プラットフォーム連携フォーラム

都道府県が現地ＰＦと連携することにより、
→  ⼤型展⽰会での都道府県ブースの集約
→  現地⼩売りにとっても魅⼒的な、複数県によるフェア

の組成
→  ＪＥＴＲＯサンプルショールームと組み合わせた県イ

ベント終了後の追加商談
→  国内での対応が必要となっている、現地のニーズや

規制、トラブル等の情報の現地専⾨家からの提供
等が可能に。

＜「連携フォーラム」の体制イメージ＞

○ ８⽉25⽇、第２回フォーラム会合
を開催
- ⽶国、シンガポール、⾹港、台湾の

各プラットフォームが都道府県との
連携の具体案を提⽰し議論予定

- 都道府県の反応を踏まえて提案を
調整し、順次実⾏
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⾹港輸出⽀援プラットフォームと⽇本⻘果物輸出促進協議会の連携事例①
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○ 2023年６⽉より、⾹港輸出⽀援プラットフォームと⽇本⻘果物輸出促進協議会（以下、⽇⻘協）が連携
し、⾹港で県別フェアの実績がある⽇系ケーキショップ「イタリアントマト」ほか飲⾷店で複数の都道府県の果物
をリレー的に販売する⻑期のジャパンフェアを実現。

○ 6⽉24⽇から静岡県のクラウンメロンで開始し、7⽉21⽇から和歌⼭県の桃を実施。
9⽉には広島県のシャインマスカットを予定するなど、今後も様々な県・果物で実施予定。

■年間スケジュール（2023年度、イメージ）

■実施時期︓2023年６⽉中旬〜2024年2⽉中下旬頃、約９か⽉間（ピーク期間であるクリスマス時期を除く）
■実施店舗︓イタリアントマト⾹港ほか飲⾷店（Pancake House HoiHoi、PAN de PAIN等）

イタリアントマト⾹港 Pancake House HoiHoi PAN de PAIN



（参考）⾹港輸出⽀援プラットフォームと県事務所が連携したフェア
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○ ⽇本⻘果物輸出促進協議会での取組に先⽴って、2023年３⽉には宮崎県の⽇向夏、４⽉には熊本県・
福岡県の不知⽕・デコポン、6⽉には沖縄県のパイナップルとシークワーサーを活⽤したフェアを県事務所と連携
して開催。

（2023年2⽉~6⽉）
県事務所と連携したフェア
（PFも広報等をサポート）



⾹港輸出⽀援プラットフォームと⽇本⻘果物輸出促進協議会の連携事例②
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○ 現地外⾷店にニーズをヒアリングし、実際に⽇本産果実を使⽤したフェアの実施を希望している現地外⾷店と連携。
○ 単発のプロモーションではなく、事業終了後も継続して⽇本産果実の提供を⾏ってもらうため、実際に店舗が産地

から購⼊し、販売するという商流の流れに沿ってフェアを実施。
○ 産地から現地外⾷店に対する商品説明や、定期的な意⾒交換を通じ、現地の理解向上や関係構築を⽬指す。

■事業スキーム

産地による店舗訪問（左︓イタリアントマト⾹港、右︓Pancake House  HoiHoi）



⾹港輸出⽀援プラットフォームと⽇本⻘果物輸出促進協議会の連携事例③
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○ 産地独⾃のプロモーションと連携し、⼩売店でのプロモーションを⾏う場合は同時期に外⾷店でのフェアを実施
するよう、現地・⽇本間で調整。

○ フェア全体の広報プラットフォームとして、視覚的な訴求、若年層を含む幅広い年代との接触機会を創出できる
インスタグラムのアカウントを開設し、情報発信を実施。フェア認知向上のため、SNS広告を実施し、フォロワー
獲得とSNSからの店舗送客を⽬指す。また、現地メディア向けのプレスリリースを発⾏し、フェアの認知向上、
露出拡⼤を図る。

○ フェアの主要な実施先であるイタリアントマト⾹港では、品⽬ごとにフェアメニュー（ケーキ）のチラシを作成し、ケー
キの情報に加え、「⽇本産果実マーク」、フェアの名称と概要、品⽬に関する情報を付記。

Instagramアカウント︓fruity_Japan_hk
https://www.instagram.com/fruity_japan_hk/

イタリアントマト⾹港によるフェア・ケーキ紹介チラシ、
リーフレット

Pancake House HoiHoi
によるフェア紹介のチラシ



“Japanese Rice: The Journey of Flavours and History~ Showcasing the different 
varieties of Japanese rice ~”

・⽬的︓多様な⽇本産⽶の魅⼒発信及び⾷べ⽅の提案による購買層の拡⼤
・⽇時・場所︓２０２２年１１⽉１９⽇（⼟）、Japan Creative Centre（JCC）
・主催︓シンガポール輸出⽀援プラットフォーム
・協⼒団体 ︓全⽇本コメ・コメ関連⾷品輸出促進協議会（以下、全⽶輸）、

⾃治体国際化協会シンガポール、北海道、秋⽥県、栃⽊県、⻑野県、⾼知県、
農林中央⾦庫シンガポール⽀店、 キッコーマン、JFC 、IMEI、HARIO
※全⽶輸は、講師の推薦およびローカル料理とのコラボレーションを紹介

・参加⼈数︓約２００⼈ （※募集後３⽇で全枠満了）
・内容︓（１）五つ星お⽶マイスターによる⽇本産⽶レクチャー

（２）試⾷体験
① 産地の異なる５種の⽇本産⽶
② ご飯と合うおかず
③ ローカル料理との組合せ紹介

シンガポール輸出⽀援プラットフォームと全⽇本コメ・コメ関連⾷品輸出促進協議会
の連携事例①
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2022年11月19 日（土）、日本大使館施設（Japan Creative Centre）

○ シンガポールでは、様々な種類の⽇本産⽶が⽇系⼩売店や⽇本⾷レストランを中⼼に広く流通している⼀⽅、
多くのローカル消費者は、⽇本産⽶の産地に関する情報や、美味しく喫⾷するための調理⽅法に関する知⾒
がないことが課題。

○ こうした課題を踏まえ、昨年度シンガポール輸出⽀援プラットフォームにおいて､⾃治体､品⽬団体、卸売事業者
等が連携した⽇本産⽶のB to C のプロモーションイベントを主催。



シンガポール輸出⽀援プラットフォームと全⽇本コメ・コメ関連⾷品輸出促進協議会
の連携事例②
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五つ星お⽶マイスターの講義（左︓隅⽥屋商店 ⽚⼭⽒、
右︓⼭⽥屋本店 秋沢⽒）

⽇本産⽶と相性の良いおかずとのマッチング試⾷

○ プログラム前半は五つ星お⽶マイスターによる⽇本産⽶の特徴や、よりおいしく炊くためのコツについて説明。
○ プログラム後半は、⾃治体から推薦のあった産地の異なる5種類の⽇本産⽶の⾷べ⽐べや、ご飯と合うおかずの

紹介、チキンライスなどのローカル料理との組み合わせを紹介。

５道県から推薦を受けた銘柄の紹介と⾷べ⽐べ

＜各⾃治体から推薦のあった⽶＞
① 北海道︓ゆめぴりか、ななつぼし
② 秋⽥県︓サキホコレ
③ 栃⽊県︓とちぎの星
④ ⻑野県︓⾦芽⽶、コシヒカリ
⑤ ⾼知県︓よさ恋美⼈

⾷品流通事業者（JFC、IMEI）の推薦の中から下記を選定
・梅⼲し ・きんぴらレンコン ・⾷べるラー油 ・かつおみりんふりかけ
・キッコーマンによる鍋つゆを応⽤した炊き込みご飯

ローカル料理との組合せ試⾷
（チキンライス）

2022年11月19 日（土）、日本大使館施設（Japan Creative Centre）



シンガポール輸出⽀援プラットフォームと全⽇本コメ・コメ関連⾷品輸出促進協議会
の連携事例③
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【事業の成果・効果】
○ 来場者の９割以上が、本イベントに参加することで⽇本産⽶の理解が深まったと実感。また、95％以上が

シンガポール⼈に⽇本産⽶を推薦できると回答。

＜参加者の声＞
・ 単県では知名度の低さから集客に苦労するが、今回のイベントはプラットフォームが⾃治体を束ねて実施したため、集客効率だけ
でなく、他県産⽶と⽐較しながら魅⼒を発信できた。次回以降も参加したい。 （⾃治体関係者）

・ ⾃治体間の連携のため、次年度の予算編成時期などに前広に情報を共有頂きたい。枠予算事業もあるため、情報は早い⽅
が助かる。（⾃治体関係者）

・ 産地名は北海道しか知らなかったが、他の地域でも多様な⽶が作られていることに驚いた。（イベント参加者）
・ 説明を受けて⾷べると、粘り気・⽢味に違いがあることが分かり、とても興味深い。（イベント参加者）
・ チキンライスを短粒種で作れるのは驚いたし、美味しい。（イベント参加者）

【今後の取組の⽅向性】
○⾼所得層に加え、中所得層を視野に⽇本産品の⾷べ⽅、魅⼒を伝え、⽇本産品購⼊層の拡⼤を図る。
○このため、⾃治体、品⽬団体、在星・在⽇の事業者との結びつきを更に強め、韓国、スペイン、イタリア等、

競合国に⾒劣りしないオールジャパンでのプロモーションを企画・実⾏する。

地元インフルエンサーのインタビュー
を受けるお⽶マイスター

会場の賑わいの様⼦ 全⽶輸細⽥専務理事による
コメ輸出PR活動に関する説明

2022年11月19 日（土）、日本大使館施設（Japan Creative Centre）



○ 2023年２⽉、シンガポールにおいて国税庁や⾃治体国際化協会 (CLAIR)、都道府県と協⼒
し⽇本産ワインのイベントを実施。流通・飲⾷事業者を対象に、多様な⽇本産ワインの試飲
を通じて、認知度を向上させるとともにシンガポール⼈の嗜好にあったワインの探索、求め
られる価格帯を調査

○ 協⼒団体︓⽇本⼤使館、JETROシンガポール、JFOODOシンガポール、国税庁
JETRO国内事務所、CLAIR、北海道、静岡県、⻑野県、岡⼭県、⾼知県

○ 参加⼈数︓⾷品事業者等約１００⼈

シンガポールでの「⽇本産ワイン認知度向上イベント」

<関係省庁や都道府県と連携するメリット>
○ PFが実施するワインプロモーションと国税庁が実施する⽇本

酒等の⽇本産酒類プロモーションの⽇程を合わせるとともに、
会場を隣同⼠にすることで、費⽤が節約

○ 参加者が両⽅のイベントを⾏き来する相乗効果
○ 複数の都道府県で実施することで、商品のバリエーショを強化
○ 地域による違いを楽しんでもらうと同時に、「オールジャパン」とし

てアピール

20～40ドル

妥当だと考える価格帯

40～60ドル

会場の雰囲気

1シンガポールドル＝約100円 (2023.4時点)

シンガポール輸出⽀援プラットフォームと都道府県等の連携事例
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品⽬団体輸出⼒強化⽀援事業を活⽤中の認定品⽬団体等の⼀覧

15

○ 認定品⽬団体等の会員になることで、⾒本市へのオールジャパンでの出展等に参加できる等のメリットがある。

※りんご、ぶどう、もも、かんきつ、かき・かき加⼯品、いちご、かんしょ・かんしょ加⼯品・その他の野菜

認定品⽬団体等名 対象とする輸出重点品⽬ 農林⽔産省担当課・連絡先

認定品⽬団体等（認定された団体及び認定に向け取り組む団体）について 輸出・国際局輸出企画課 03-6744-1779

⽇本畜産物輸出促進協議会 ⽜⾁、豚⾁、鶏⾁、鶏卵、⽜乳・乳製品 畜産局⾷⾁鶏卵課 03-6744-2130

（⼀社）⽇本⻘果物輸出促進協議会 ⻘果物７品⽬※ 農産局園芸作物課 03-3502-5958

（⼀社）全国花き輸出拡⼤協議会 切り花 農産局園芸作物課 03-6738-6162

（公社）⽇本茶業中央会 茶 農産局果樹・茶グループ 03-6744-2194

（⼀社）全⽇本コメ・コメ関連⾷品輸出促進協議会 コメ・パックご飯・⽶粉及び⽶粉製品 農産局企画課 03-6738-6069

（⼀社）⽇本⽊材輸出振興協会 製材、合板 林野庁⽊材利⽤課 03-6744-2299

（⼀社）⽇本養殖⿂類輸出推進協会 ぶり、たい

⽔産庁加⼯流通課 03-3502-4190
⽇本ほたて⾙輸出振興協会 ホタテ⾙

（⼀社）⽇本真珠振興会 真珠

（⼀社）全⽇本錦鯉振興会 錦鯉

（⼀社）全⽇本菓⼦輸出促進協議会 菓⼦

新事業・⾷品産業部
⾷品製造課

03-3502-5747

全⽇本カレー⼯業協同組合 ソース混合調味料のうちカレー調製品 03-6744-2249
全国味噌⼯業協同組合連合会 味噌・醤油のうち味噌

03-6744-0480
全国醤油⼯業協同組合連合会 味噌・醤油のうち醤油

⽇本酒造組合中央会 清酒（⽇本酒）、本格焼酎・泡盛 輸出・国際局輸出企画課 03-6744-1779



（参考）令和５年度における各プラットフォームの主な活動計画

<⽶国>
• ロサンゼルスの⽇系スーパーにおける常設型アンテナショップ

の展開等
• 現地の有益な情報をカントリーレポートとして適時配信
• シェフ養成機関における⽇本産和⽜コースを設⽴等
• 新たな⾷品規制の早期確認及び相談体制の構築等

<ベトナム>
• ベトナム最⼤級の⾷品⾒本市にジャパンパビリオンを設置し、

オールジャパンでのプロモーション活動を⽀援
• 現地の有益な情報をカントリーレポートとして適時配信
• 現地スーパーの紹介などによる商流開拓⽀援
• 窓⼝に寄せられる相談への対応等

<シンガポール>
• 品⽬団体や⾃治体との連携の上、シンガポールの⾷品事業

者や消費者を対象とした⽇本産⾷品の魅⼒発信
（コメ、ワイン、⽇本茶、抹茶）

• 現地の有益な情報をカントリーレポートとして適時配信
• ライブコマースによる⽇本産⾷品のテスト販売等
• SNS等デジタルマーケティングの効果測定等

<タイ>
• ⾒本市へジャパンパビリオンを設置し、オールジャパンでのPR活動を⽀援
• 現地の市場や規制の動向等をカントリーレポートとして適時配信
• タイ地⽅や周辺国への商流構築、展⽰会やオンラインを活⽤した商談会
• 輸⼊規制への対応のため相談窓⼝の運営等

<⾹港>
• ８⽉のFood Expoにてオールジャパン総合受付として出展等
• 現地の有益な情報をカントリーレポートとして適時配信
• 輸⼊拡⼤に向けた商流開拓実証事業等
• 学校給⾷で⽇本産⽶を導⼊する取組を継続・進化
• 都道府県が⾏う取組のインフルエンサー等を⽤いた広報⽀援

※既に終了したイベント等も含まれる
※⾚枠は連携フォーラム分科会開催PF
（R5.8.25）
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<台湾>
• FOOD TAIPEIにおけるジャパンパビリオンの設置・運営
• カントリーレポート等による現地の有益な情報の発信や、⽇本台湾交流

協会Facebookを活⽤した都道府県産品の情報発信
• 「⽇台フルーツ夏祭」等における品⽬団体と連携したPR活動の⽀援
• 台北市進出⼝商業同業公会との連携や、サンプルショールーム等を活⽤

した新たな商流の開拓を⽀援
• ⽇本産⾷材サポーター店や地⽅都市の⼩売店等が⾏う⽇本産農林⽔

産物・⾷品フェアの実施⽀援

<中国>
• 北京フード会等の現地⽇系団体や⾃治体と連携した、中国の⾷品事業者や

消費者を対象とした⾷品PR、商談会の実施
（九州・沖縄各⾃治体と協⼒した焼酎プロモーションへの⽀援）

• 現地の有益な情報をカントリーレポート等により適時配信
• 新たな商流開拓のために⽇本産⾷品の商流等を調査
• 現地スーパーにおける新規⽇本⾷イベントの実施による商流開拓
• ⽇本⾷品関連企業が継続的に交流できる「PF協議会」、「PF交流会」の開催
• 現地法⼈からの相談への対応等

<EU>
• 9⽉のラグビーフランスワールドカップでの⽇本産⾷材フェアや

放射性物質輸⼊規制の撤廃を契機とする各種⽇本産⾷
材プロモーションの実施⽀援等

• 現地の有益な情報をカントリーレポートとして適時配信
• 品⽬団体とも連携し、⽇本産ぶりの認知向上を通じたPR

実施を⽀援
• ９⽉５⽇にブリュッセル事務局を⽴ち上げ、EUの⾷品規

制に関する情報収集・発信体制を強化等
• 窓⼝に寄せられる相談への対応等



GFPフラッグシップ輸出産地形成プロジェクトの取組
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対応の⽅向
【ＧＦＰフラッグシップ輸出産地形成プロジェクト（令和４年度補正）】
○ 都道府県やＪＡ、地域商社等が連携し、⽣産から流通・販売まで、⼀気通貫で産地

をサポートする体制を整備（都道府県版ＧＦＰの組織化）。

○ この体制の下で、有機農法への転換や耕作放棄地を活⽤した⽣産拡⼤等の⽣産⾯の
転換や、混載等の集荷⽅法等の転換を推進し、⼤規模輸出産地のモデル形成を⽀援。

○ R4補正では、北海道、静岡、岐⾩、新潟、京都、熊本、宮崎、⿅児島のJAが事業に
参画。

・ ⼤規模な有機農業への転換、使⽤農薬の⾒直し
・ 耕作放棄地を活⽤した輸出向け⽣産の拡⼤
・ ロス率低下やコスト低減のための新品種・新技術の導⼊

・ 鮮度保持のためのコールドチェーンを確保した、産地
直送型集荷⽅法の確⽴

・ 輸送コスト軽減や混載を前提とした集荷から船積み
までの流通体系の構築 等

使⽤農薬の⾒直しなど⽣産⽅法の転換

集荷、船積み⽅法の転換

地域密着型の輸出推進体制を構築し、⼤規模輸出産地形成の横展開をするとともに、持続可能な農業構造への
転換や、ひいては国内⽣産基盤の強化を図る。

都道府県版ＧＦＰの組織化による地域密着型の輸出推進体制の構築

輸出先国 植物検疫
残留農薬基準値（例）

（ppm） 輸出実績
（R３）

アセタミプリド フェンバレレート

⾹港 無 1 2 35億円

タイ 園地・選果場の登録 0.8 0.02 ４億円

⽶国
園地・選果場の登録

＋
・臭化メチルくん蒸
・⽇⽶合同輸出検査 等

1 不検出 2.5百万円

（参考）⽇本の残留農薬基準値 2 2

【対応が必要な輸出先国の規制の例（りんご）】

・ 輸出戦略づくりに必要なニーズの把握
・ 現地事業者の紹介
・ 産地⽀援のノウハウ 等

連携 輸出⽀援
プラットフォーム

全国版ＧＦＰ連携

都道府県版GFP
経済連・

全農県本部
都道府県

(普及指導員)

コンサル 地域商社

JA
(営農指導員)市町村

・ コーディネート
・ 技術指導
・ 販路開拓
を⾏う者で構成

○ 輸出向けに⽣産・流通を転換するフラッグシップ輸出産地の形成に向けて、JA等と連携し輸出産地の育成や輸出
事業者への⽀援の具体化を進めていく。



GFPフラッグシップ輸出産地形成プロジェクト採択地区⼀覧
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北海道農畜産物・⽔産物輸出推進協議会
（コメ、かんしょ、たまねぎ）

＜北海道、ホクレン、JA、JETRO、コンサル等が参画＞

🚩 コメ︓⽶国向けに直播を活⽤した多収品種の栽培⾯積を拡⼤

🚩 かんしょ︓輸出向けのかんしょの増産・品質改善を進めるとともに、
⻑期保管技術の確⽴により出荷期間を延⻑

🚩 たまねぎ︓台湾でのニーズが⾼い⼤⽟を鮮度保持したままで届
ける⽣産・流通体系を確⽴

アスノツガル輸出促進協議会（りんご）
＜㈱日本農業、生産組合、生産法人等が参画＞

🚩 農家段階での粗選果、⽊箱使⽤、市場までの運搬等をなくした、
農家負担の⼩さい新たな集荷システムを導⼊

🚩 上記を通じて農家に栽培に集中してもらい、傷や⾊むらのない
輸出向きの⼤⽟・⼩⽟りんごに特化した⽣産を拡⼤

新潟県（コメ、⽇本酒、錦鯉）
＜新潟県、JA、農業法人、酒造組合、錦鯉団体、輸出商社等が参画＞

🚩 コメ︓コスト低減に資する直播栽培や減農薬などの環境に配慮
した⽣産⽅法への転換により競争⼒を強化

🚩 ⽇本酒︓県オリジナルの麹菌、酵⺟を使った輸出⽤⽇本酒の
開発と併せ、県内の⼩⼝取引をまとめて⼤ロットで輸出

🚩 錦鯉︓AI技術等を活⽤し病気にり患していない商品価値の⾼
い錦鯉の⽣産体系を確⽴

また、上記品⽬の混載による地元空港からの直接輸出を拡⼤

⿅児島県（かんしょ、きんかん、ぶり・かんぱち）
＜鹿児島県、経済連、農業法人、漁協、輸出商社等が参画＞

🚩 かんしょ︓世界的な有機ニーズに対応し、輸出向けの有機栽培園
地を拡⼤

🚩 きんかん︓台湾向けの残留農薬基準をクリアできるよう、防除暦の作
成・県内他産地への普及により、輸出に取り組む⽣産者を拡⼤

🚩 ぶり・かんぱち︓天然種苗に依存せず県内で育成した⼈⼯種苗の活
⽤により持続的な輸出産地を育成

また、上記品⽬について県内港からの輸出を拡⼤

みやざき『⾷と農』海外輸出促進協議会
（きんかん、⽇向夏、かんしょ）

＜宮崎県、経済連・JA、農業法人、輸出商社等が参画＞

🚩 きんかん︓台湾向けの残留農薬基準をクリアする新たな⽣産体系
の確⽴・普及により、輸出仕向けの供給量の拡⼤を図るとともに、
出荷期間を延⻑

🚩 ⽇向夏(果汁)︓EU向けの新たな防除体系を導⼊する園地への転
換と併せ、紙パックに代わるEU規制に対応した容器を開発

🚩 かんしょ︓基腐病の発⽣リスクの少ない地域に輸出専⽤団地を形
成し、ドライコンテナを使った輸出により腐敗リスクを低減

また、上記品⽬について近隣県の地⽅港からの輸出を拡⼤

熊本県（いちご、メロン）
＜熊本県、経済連・JA、輸出商社、資材業者等が参画＞

🚩 いちご︓県育成品種について、台湾向けの防除体系を確⽴・普及

🚩 メロン︓ニーズの⾼い⾚⾁品種への作付け転換を⾏うとともに、スー
パークーリングシステム等を活⽤した鮮度保持輸送を実証

静岡茶輸出拡⼤協議会（茶）
＜静岡県、経済連、茶生産者、茶商、JETRO等が参画＞

静岡県かんしょ輸出促進協議会（かんしょ）
＜静岡県、㈱日本農業、農業法人・生産者、資材業者等が参画＞

🚩 茶︓県内４地区の産地で、有機栽培園地等を拡⼤し、地元
港を活⽤した北⽶向け⼤ロット混載輸出を推進

🚩 かんしょ︓荒廃農地(20ha)を再⽣し、輸出⽤かんしょを増産す
ることにより、コンテナ満載を前提とした輸出体系を構築

岐⾩県農林⽔産物輸出促進協議会（かき）
＜岐阜県、JA全農岐阜・JA、輸出商社、JETRO等が参画＞

🚩 県内３地区で選果梱包施設の認定を取得し、タイの検疫条件
等に対応した県オリジナルブランド柿をはじめとする柿の輸出産地を
形成

🚩 品質保持技術の確⽴と併せ、貯蔵・包装を⾏う中間拠点の設
置により効率的な物流ルートを構築

京都府農林⽔産物・加⼯品輸出促進協議会宇治茶部会(茶)
＜京都府、JA茶業部会、茶生産組合、茶商等が参画＞

「京の⽶で京の酒を」推進会議（⽇本酒）
＜京都府、JA全農京都、酒米生産者、酒造会社等が参画＞

🚩 茶︓輸出向けの有機栽培、減農薬栽培園地を拡⼤・団地化

🚩 ⽇本酒︓欧州の嗜好にあった酒⽶(祝２号)に⼀⻫転換するとともに、
祝２号の特⾊を⽣かした⽇本酒を開発

また、 EU向けに茶と⽇本酒のコンテナ混載による輸出を拡⼤

徳島県（いちご）
＜徳島県、㈱世界市場、農業法人、農薬メーカー等が参画＞

🚩 台湾向けいちごの産地形成に向け、輸出商社と農薬メーカーが
連携し、防除暦を作成、普及

🚩 鮮度保持技術の知⾒を有する技術者による研修を⾏うとともに、
フライト時刻から逆算して出荷から現地までのコールドチェーンを確⽴

※公募時に事業実施主体が提出した事業実施計画書を基に作成
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○ 7⽉21⽇、野村農林⽔産⼤⾂は、「第１回農林⽔産物・⾷品輸出促進連携ネットワーク会合」を開催し、
国と都道府県の連携について、古⽥岐⾩県知事（農林⽔産物輸出拡⼤PTリーダー）、平井⿃取県知事
（全国知事会会⻑）と意⾒交換を実施。

○ 輸出促進の取組がより⾼い効果を発揮することを⽬指し、「連携ネットワーク」の下で国と都道府県が連携して
いくことを確認。

【開催概要】
■⽇ 時︓令和５年７⽉21⽇（⾦）11時20分から11時40分まで
■場 所︓農林⽔産省第⼀特別会議室
■出席者︓
（１）全国知事会︓古⽥ 肇 岐⾩県知事（農林⽔産物輸出拡⼤PTリーダー）

平井 伸治 ⿃取県知事（全国知事会会⻑）
（※古⽥知事、平井知事はオンラインでの参加。）

（２）農林⽔産省︓野村 哲郎 農林⽔産⼤⾂
⽔野 政義 輸出・国際局⻑

■⼤⾂発⾔概要︓
（１）農林⽔産物・⾷品の輸出のさらなる拡⼤のために、輸出向け産地形成や、

プロモーションに関する個々の取組を有機的に連携させることが重要。
（２）農林⽔産省と全国知事会との間で「農林⽔産物・⾷品の輸出促進ネット

ワーク」を設⽴し、⼤⾂・知事の主導の下で、国と都道府県との連携を、
より強固にしていきたい。



輸出促進に関する国と都道府県との連携体制について

① 諸外国の規制に対応した産地づくり
② 国と都道府県が連携したプロモーションの実施
③ 諸外国における規制への対応 等

農林⽔産物・⾷品輸出促進連携ネットワーク

主な議題

農林⽔産物・⾷品輸出促進連携ネットワークWG
【構成員】 農林⽔産省 輸出・国際局の審議官・課⻑級、 都道府県の部・局⻑級
【オブザーバー】 JETRO・JFOODO、全国知事会 等

【構成員】 ・農林⽔産⼤⾂、農林⽔産省 輸出・国際局⻑
・全国知事会が推薦する知事（岐⾩県（PTリーダー）、岩⼿県（PT副リーダー）、⿃取県）

※ WGの庶務は、農林⽔産省輸出・国際局輸出企画課が担当する。

全国知事会輸出拡⼤PT
（輸出促進施策について都道府県の意⾒を集約）

都道府県・輸出⽀援プラットフォーム連携フォーラム

情報共有

年1〜2回程 定期的に意⾒交換

第１回農林⽔産物・⾷品の輸出促進連携ネットワーク会合資料

○ 国と都道府県が輸出促進に向けて意思疎通を図り、輸出に対応した産地づくりやプロモーション活動等に連携して
取り組んでいくため、以下のようなオールジャパンの連携体制を構築。
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輸出促進に関する国と都道府県の連携について
○ 今後、都道府県やJA、地域商社等の地域の関係者が⼀体となって、地域全体として⼤規模輸

出産地を⽀援する推進体制を整備することが必要。
○ また、輸出⽀援プラットフォームとの連携により、①訴求⼒のある都道府県横断での効果的

なプロモーションや、②複数の産地を組み合わせたリレー出荷、混載などによるバリュー
チェーンの改善を実現することが必要。

○ これらを実現に向けて、国と都道府県が⼀体となって取り組んでいくために、全国知事会農
林⽔産物輸出拡⼤PTと農林⽔産省との間で、JETRO・JFOODOをオブザーバーとしつつ、
定期的に意⾒交換する場を設け、

○ 更なる連携を通じて、都道府県・輸出⽀援プラットフォーム連携フォーラムの効果を⾼め、
国と都道府県が連携したプロモーション等の優良事例の横展開を図ることとしたい。

・ ⼤規模な有機農業への転換やコスト低減のた
めの新品種導⼊
・ 耕作放棄地を活⽤した輸出⽤⽣産の拡⼤
等

連携
⽶国

タイ
シンガポール

EU
中国

台湾
ベトナム

⾹港

輸出⽀援プラットフォーム

連携

地域関係者による推進体制の整備

経済連等
都道府県

物流会社

輸出商社

農協等

⽣産⾯や集荷・流通⾯の転換

・ 諸外国の規制に関する情報提供
・ 都道府県横断での効果的なプロモーション
・ 混載を前提とした集荷・流通体系の構築 等

⼤ 規 模 輸 出 産 地 輸 出 先 国 ・ 地 域⼀気通貫したサプライチェーンを構築

第１回農林⽔産物・⾷品の輸出促進連携ネットワーク会合資料
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